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I. はじめに
近年わが国で進められてきている社会福祉基礎構遥改革は、 2006年度の介護
保険法の見直しおよび障害者自立支援法の施行により、一層具体化してきた。
この一連の法制度の改正で重視されてきたことの一つに、「利用者主体」とい
う概念がある。そしてこれは、「利用者か自分でサービスを選ぶ」という仕組
みづくりを通して、実現されようとしている。また、社会福祉実践理論の観点
からも「エンパワメント」「ストレングス視点」といった援助観が浸透してき
ており、利用者とワーカーとの関係性の見直しが求められている。これまでの
ように、ワーカーが利用者を保護・管理・指導するのではなく、利用者とワー
カーがパートナーシップに基づく関係を形成し、利用者が主体的に生きること
を側面から支援することが求められてきている。しかし、実践現場においては
利用者とワーカーとの間には上下関係が残っており、特に知的障がいのある利
用者の支援においては、依然として保護・管理・指導を感じさせる場面が多い。
本稿では、知的障がいのある利用者とワーカーとのパートナーシップのあり方
やその課題について考察する。
I. 「パートナーシップ」についての理解
(1) 「パートナーシップ」の定義
「パートナーシップ」という用語自体は広く使われるようになっているが、
その定義はさまざまであり、統一したものを見出すことはできない。例えば、
英英辞典では、「共通に関心を持っている活動を、協働で行う人との関係…対
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等な地位にあり、自立性を持ち、相手に対して暗黙のまたは公式の義務を負う」
と定義されている。 (AmericanHeritage Dictionary)。これは、一般用語と
してのパートナーシップの説明であろう。通常「ビジネスにおけるパートナー
シップ」、「行政と民間のパートナーシップ」、「配偶者間のパートナーシップ」
というように、さまざまな分野で使われており、その意味するところは必ずし
も同じではないと推測できる。
一方、ソーシャルワークにおいても、「パートナーシップ」の定義づけがい
くつか見られる。例えば、「対等で友好な関係のもとの協働」（岩間 2002年
p.198)、「（ワーカーが）役割を肩代わりすることではなく、知識と技能を導入
して相互に協力していく関係」（コックス他 1997年 p.48)、「平等主義に立っ
た関係」（グティエーレス他 2000年 p.2)等である。整理すると、「対等・
平等」「協働」といった要素を含んだ概念であると言える。
(2) 「パートナーシップ」の用語の普及
「パートナーシップ」という用語は、わが国のソーシャルワークの研究およ
び実践現場でもしばしば使われるようになっており、社会福祉の用語辞典やテ
キストにも必ず登場する用語の一つとなっている。その必要性や重要性につい
ては共通認識ができてきていると思われる。欧米においても、もはや「パート
ナーシップ・モデル」が、対人援助サービスにおいては、むしろ規範となって
いると指摘されている (Darling 2000)。
(3) 「パートナーシップ」の意味の理解
ところが、実際に「パートナーシップ」という言葉が使われている状況を見
ると、その意味についての適切な理解は得られていないのではないかという印
象を受ける。例えば、社会福祉施設職員研修において、「パートナーシップと
はどういうことだと思いますか」という問いを投げかけると、「信頼関係J「親
しみのある関係」「受容」といった答えが返ってくる。「対等」「協働」という
重要な概念が抜け落ちており、単なる親密さや信頼に基づく関係という理解で
しかなく、従来のパターナリズムの要素が残っていると感じる。これはすなわ
ち、現場において「対等な立場での協働関係」に基づく支援が行われていない
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ことを示唆するのではないだろうか。
II. 知的障がいのある利用者とのパートナーシップ形成の現状
(1) 知的障がいのある利用者とのパートナーシップ形成の分析ー 1
筆者はすでに、知的障がいのある利用者の援助事例の分析を通して、パート
ナーシップ形成を阻害する要因について、以下のように考察してきた（植戸
2005年）。
①利用者の個人的要因
利用者の理解カ・判断能力・ 自己表現カ・社会生活力等、および解決すべき
問題の性質が、パートナーシップ形成に影孵を及ぼすと考えられる。利用者の
自立度や主体性が低い場合や、生活問題の緊急性や深刻度が高い場合は、利用
者とワーカーが対等な立場で一緒に問題解決に取り組むことが難しくなり、ワー
カー主導で問題解決が進められがちである。
②ワーカーの個人的要因
ワーカーが持っている、知的障がいのある人に対する利用者観や援助観、お
よびアセスメント、コミュニケーション、コーディネーション、アドボカシー
等の援助スキルも、パートナーシップ形成を左右すると思われる。ワーカーが
知的障がいを否定的にとらえている場合や、言語によるコミュニケーションが
困難な利用者のニーズを引き出す等の専門的なスキルが備わっていない場合は、
利用者の意向を中心に置いた支援は望めない。
③利用者やワーカーを取り巻く環境的要因
家族等の利用者に対する見方や態度、施設や機関の利用者支援の考え方や運
営上の諸条件、社会資源の質や量、サービス提供の仕組み等が、環境的要因と
して挙げられる。例えば、家族が利用者に対して支配的または保護的である、
施設が「集団処遇」的な発想で運営されている、ニーズに対応できるだけの十
分な社会資源が整備されていない、利用者の意向を抜きにサービスが提供でき
てしまうような仕組みになっている等の状況が挙げられる。このような状況下
では、利用者と対等な立場で協働しようというワーカーの思いも、実現しにく
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くなるであろう。
(2) 知的障がいのある利用者とのパートナーシップ形成の分析ー 2
岩間は、ソーシャルワーク全般におけるパートナーシップ形成おける促進要
因と阻害要因について、表ー 1のように整理している（岩間 2002年 pp.198 
-199)。
表ー 1: パートナーシップを促進する要因、阻害する要因
促進する要因 阻害する要因
A. パートナーンップを築くことに向 A. パートナーシップを築こうとする
け、関係者それぞれに主体的な取 ことへの動機づけの強さが、パー
り組みの準備が整っている トナー間で著しく差がある
B. パートナー間に対等性がある B. 人や組織、機関にパートナーシッ
C. パートナーそれぞれの独自性が保 プを成立させるだけの能力や、準
たれ、相互の意向を尊重しあう 備が整っていない
D. パートナー間で、ともに取り組も C. 官僚主義か持ち込まれる
うとしている問題状況について共 D. パートナーの間で、上下関係、支
通の認識が形成されている 配関係等といった不均衡な関係の
E. パートナー間で情報が共有されて ため、パートナー間の均等性が損
いる なわれている
E. ある主体の意思決定を、他方が尊
重していない
F. 情報をはじめとして、協働に必要
な資源や活動方針決定に関する権
限を特定の者が独占している
出典：岩間文雄「パートナーシップ」『福祉キーワードシリーズ：ソ＿シャルワーク』
そこで、この岩間によるパートナーシップの要因分析を、知的障がいのある
利用者の支援に当てはめて考察してみる。
まず、促進要因の 1つとされているのは、「パートナーシップ構築に向けて
関係者の間で主体的な取り組みが準備されているか」である。逆に、「パート
ナー間でパートナーシップ構築への動機づけに差がある」、「関係者にその能力
や準備が備わっていない」、「官僚主義が存在する」といった要因か阻害要因と
考えられている。知的障かいのある利用者にとって、「パートナーシップ構築
への動機づけ」とはどういうことを指すのであろうか。利用者の中には、ワー
カーに対して、「上から押しつけられたくない」、「一緒に考えて欲しい」とい
う意思表示を明確にする人がいる。これは「パートナーシップ構築への動機づ
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け」の表れととらえてよいであろう。しかし一方で、長い間一方的に押しつけ
られてきたことで、つまり、「ディスエンパワー」された結果、それに対する
不満や反発をあまり持たなくなっている利用者も多い。これは、パートナーシッ
プ形成に取り組む利用者側の動機づけや準備が十分ではない状態と言える。ま
た、ワーカーや施設・機関の側に、パートナーシップ構築への取り組みの準備
や能力が備わっているかという要因について、岩間は具体的にどのような準備
や能力が必要かは明示していない。しかし、「対等な関係を作ろうとしている
か」、「協働するという姿勢を持っているか」という観点から見れば、不十分で
あるというのか一般的な傾向ではないだろうか。さらに官僚主義という要因に
ついても、特に規模の大きな施設においては、管理的な運営や画ー的な支援か
見られる。
次に、「パートナー間に対等性がある」という促進要因と、それに対する
「上下関係、支配関係等の不均衡な関係のために対等性が損なわれている」と
いう阻害要因に目を向けると、やはり阻害要因のほうが大きいというのが現状
であろう。例えば、ワーカーが知的障がいのある利用者を「～君」「～ちゃん」
「この子」（「この人」ではなく）と呼ぶ習慣か残っており、この呼称は両者間
の関係性を反映していると思われる。通常「～君」「～ちゃん」「この子」とい
う表現を使うのは、自分より目下の人か、余程親しい人に限られる。目上の人
に対しては「～君」「～ちゃん」「この子」という言い方は決してしない。ワー
カーが「親しみをこめて」と説明することがあるが、では利用者はワーカーを
「～ちゃん」と呼んでいるであろうか。相互に「～ちゃん」と呼び合うのであ
れば「対等である」と主張できるが、ワーカーが利用者を「～ちゃん」と呼び、
利用者がワーカーを「～さん」「～先生」と呼んでいるのであれば、それは決
して対等とは言えない。さらに、ワーカーが利用者に対して命令口調や指示用
語を使う場面も決して珍しくなく、上下関係があることを認めざるを得ないで
あろう。たとえ言葉遣い自体は丁寧であっても、内容が一方的な指示を伝える
だけになっていることも多い。ワーカーが、無意識に利用者を「コントロール
できる存在」ととらえていることの表れであると言える。
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さらに、「パートナーそれぞれの独自性が保たれ、相互の意向を尊重し合う」
という促進要因と、「一方の意思決定を、他方が尊重しない」という阻害要因
に関して言えば、利用者の自己決定の尊董が問題になると思われる。知的障が
いのある利用者の支援においては、利用者の保護のために、ワーカーが利用者
に関する事柄について判断を下し、利用者の意思や意向が必ずしも反映されな
いことがある。このような場合、多くのワーカーはできる限り利用者の意思を
尊重しつつ、利用者の生命や生活を守ろうとして、倫理的なジレンマに陥るこ
とになる。パートナーシップ形成を困難にしている要因の一つであろう。
また、「パートナー間で、問題状況について共通の認識が形成されている」、
「情報が共有されている」という促進要因と、「情報をはじめとして、協働に必
要な資源や活動方針決定に関する権限を特定の者が独占している」という阻害
要因に関しても、阻害要因が促進要因よりも大きいのではないだろうか。知的
障がいのある利用者の場合、自分の置かれた問題状況についての理解が困難な
場合が多く、自分についての情報をワーカーに提供し、それを両者で共有する
ことも容易ではない。一方、ワーカー側から利用者が理解できる形で情報を提
供するという作業も、十分に行われていないことが多い。また、支援やサービ
スについての希望を利用者が表明したとしても、最終的な決定権は施設側が握っ
ていることもある。ここにも、パートナーシップ形成が進まない要因があると
考えられる。
IV. 知的障がいのある利用者の支援におけるパートナーシップとは
(1) 利用者とワーカーの対等性
障がいのある利用者に関しては、パートナーシップの要素として欠かせない
「対等性」の実現が難しいという見方がある。例えば、横須賀は「障がいのあ
る利用者とソーシャルワーカーは対等になりえない」と述べており（横須賀
「障害者ソーシャルワーク研究会」における発言 2006年）、筆者自身も、「戦
員に対して遠慮や気兼ねがある」と障がいのある利用者が語る場面にしばしば
出会った。利用者は、自分の生活の重要な側面において、自分ひとりの力で満
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たすことのできないニーズを持っている。そして多くの場合、家族や知人等に
よる援助や協力によっても、それを解決できない状態にある。そのような状態
に陥って初めて、ワーカーの支援を求めてきたり、ワーカーを出会ったりする
のである。こうした状況に置かれた利用者にとって、ワーカーとの関係に心理
的な上下関係が生じやすいことが想像できる。利用者がワーカーに対して「対
等な存在だと実感する」ということは、容易には起こりえないと考えてよい。
また、パートナーシップ関係において「両者の共通の関心事に対して協働で
取り組む」という場合の「共通の関心事」は、利用者側から見れば、自分の生
命や生活にとって甫要な課題である。自分の生活や人生から切り離して考える
ことの難しい、自分の「中」にあるものとして認識されているのではないだろ
うか。それに対して、ワーカーから見れば、「共通の関心事」である利用者の
生活問題は、あくまでも自分の「外」に存在する問題と映っていると思われる。
このような決定的な違いのある中で、真に「対等」と実感できる関係を築くこ
とは非常に難しいのではないか。
加えて、「対等な関係」とはあくまでも両者間の意識の問題であるから、ワー
カーが対等だと思っていても、利用者が同じように対等だと感じていなければ、
決して対等な関係になっているとは言えない。ここに、ワーカーが自分の心が
けだけでパートナーシップが形成されていると勘違いする危険性があり、利用
者とワーカーとの間で「対等性」を築くことの難しさを十分に認識することが
必要である。
とりわけ、知的障がいのある利用者の場合、ワーカーと同じ情報を共有し、
置かれている状況について理解することが困難である。近年は、福祉サービス
の利用に際して、利用者とサービス事業者との間で契約書を交わし、対等な関
係でサービスを利用するという仕組みが取り入れられている。法律上は「対等」
とされていても、実際にその契約書の内容を十分に理解している事業者やワー
カーと、そのような理解があまりできていない知的障がいのある利用者との間
は、実質的に対等であると言えるであろうか。知的障がいのある利用者の支援
においては、このような情報共有や状況の共通理解の難しさがパートナーシッ
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プ形成を困難にしていると思われる。
(2) 手段としてのパートナーシップ
パートナーシップとは、「目的」なのか、それとも「手段」なのか、という
点がこれまで明確に示されてきていない。近年は、「利用者とのパートナーシッ
プ」を謳う社会福祉施設や機関が出てきており、「パートナーシップがよいこ
とである」という点においては共通認識がある。しかし、「パートナーシップ
を目指して、その後どうするのか」の議論が不十分ではないかと思われる。パー
トナーシップの形成を目指して支援に取り組んだとしても、その結果として、
利用者の生活課題が解決し、利用者の自己実現が達成されなければ、本当に意
味のある支援とは言えない。その意味で、パートナーシップそのものは目的で
はない。むしろ、利用者が自分の困っていることや希望する生活を明確にし、
自分のこととして主体的に問題解決を進めるためには、ワーカーとパートナー
シップが重要な要件となる、と考えるべきであろう。つまり、パートナーシッ
プは、有効な支援のための手段であると考えられる。
(3) 目標としてのパートナーシップ
これまで、障がいのある多くの人たちは、「できない人」「ダメな人」「弱い
人」として否定的な評価を受け、対等な市民としての同等の発言権・決定権・
参加権を奪われ、社会から排除されてきた。そしてそのことが、従来の社会福
祉実践におけるパターナリズムに反映されている。あるいは、社会福祉実践に
おけるパターナリズムが、社会全体か持っている、障かいのある人たちに対す
る否定的な見方を助長してきた側面もあろう。この点を鑑みれば、障がいのあ
る利用者の支援においては、「対等な関係を築くこと」自体が、重要な意味を
持つ。障がいのある人たちにとっては、まず「市民としての対等な地位を獲得
すること」そのものが、目標になる。この点については、グティエーレスらも、
「パートナーシップは、実行に当たって、クライエントとワーカーが共に資源
であること、個人的な問題を公的な問題であると理解していく文脈において、
クライエントの長期的な目標（社会正義）がまたワーカーの目標ともなる」と
指摘している（グティエーレス他 2000年 p.12)。障がいのある利用者がワー
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カーとの間に対等な関係を築くことによって、障がいのある人の社会における
対等な市民としての地位と権利が実現していくであろう。その意味では、利用
者とワーカーとのパートナーシップの形成は、目標でもあると言えよう。
(4) プロセスとしてのパートナーシップ
ソーシャルワークはプロセスであると言われる。生活上のニーズや問題を持っ
た利用者が、ワーカーによる支援を得て問題解決を図るだけでなく、問題解決
のプロセスを通じて、エンパワーされていくことが重要だと考えられている。
ワーカーとの関わりを通して、利用者が自分に対して肯定的な評価を持ち、問
題解決能力や対処スキルを習得し、より主体的に生活していけることが非常に
大切である。そしてこのようなエンパワメント実践の構成要素の一つに、「ワー
カーークライエント関係」が挙げられている（グティエーレス他 2000年
p.7)。前述のように、利用者とサービス事業者やワーカーとの対等な協働関係
は、契約書に書かれているだけでは実現しない。現に利用者とワーカーとの間
に上下関係の存在する中では、利用者とワーカーとのやりとり一つ一つの中か
ら、徐々に「対等に近づいていくプロセス」や「協働に向かうプロセス」その
ものが不可欠である。このように、パートナーシップをプロセスとしてとらえ
る視点が必要であろう。
(5) 相対的なものとしてのパートナーシップ
これまで見てきたように、利用者とワーカーのパートナーシップは、利用者
の対等な市民権を得るという意味では目標であり、利用者のエンパワメントを
進めるという意味ではプロセスであり、またより効果的な問題解決のための手
段でもある。それでは、このパートナーシップの形成の度合いという観点で見
ていくと、「全くできていない」あるいは「100%形成できている」という二極
的なものではなく、「どの程度形成できているか」という相対的なものではな
いかと考えられる。極めてパターナリズムの強いワーカーであっても、利用者
の思いを全く無視して物事を進めているということはほとんどない。一方で、
利用者とワーカーが完全な対等性を実現するということも、実際には難しい。
利用者とワーカーのやりとりの背景には多くの環境的な要因があり、それら
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が両者の関係にも大きな影響を与えている。つまり、状況の変化によって、パー
トナーシップの形成の度合いも変化していくと考えられる。このような「対等」
という概念の可変性や相対性については、尾崎も「お互いに異なる条件を持つ
ことを認め合い、さまざまな側面で『上になったり下になったり」する自由を
もてる関係」と説明している（尾崎 1994年 p.147)。また、杉野も「パート
ナーシップは、パターナリズムと自律の間に位置する、相対的なもので、いろ
いろな程度のパートナーシップがあってよい」と述べている（杉野 「障害者
ソーシャルワーク研究会」における発言 2006年）。そもそも、「エンパワメン
ト」や「自律」という概念と、「パターナリズム」や「依存」といった概念は、
「白か黒か」ではなく、一方にエンパワメントや自律、そして他方にパターナ
リズムや依存を置く、コンティニュアムになっているのではないだろうか。パー
トナーシップに関しても、「全く形成されていない」か「完全に形成されてい
る」か、といった二極的な捉え方ではなく、個々のケースによって、またプロ
セスにおけるそれぞれの場面において、 0と100の間のどこかに位贋すると考
えるべきであろう。そのような揺れ動きの中で、少しずつパートナーシップ形
成の度合いが高まっていくことが望ましいのではないだろうか。
V. パートナーシップ形成に向けての課題
(1) 現状認識
これまで見てきたように、利用者とワーカーの間において、とりわけ知的障
がいのある利用者とワーカーとの間においては、パートナーシップが形成され
ているとは言えないのが現状である。そこでまず、その現状認識からスタート
しなければならない。ワーカーが、自分自身の実践をふりかえり、パターナリ
スティックな関わりをしていないか、利用者と対等な関係を築くことができて
いるか、利用者と一緒に問題解決に取り組むという作業ができているか、といっ
た点について十分に省察してみる必要がある。
ここで大切なことは、ワーカーの自己覚知であろう。「対等な関係」とはあ
くまでも両者間の意識の問題である。したがって、たとえワーカーが「私たち
- 10 
知的障がいのある利用者とワーカーのパートナーシップ
は対等な立場で一緒にやっていきます」と言っても、あるいはワーカーが対等
だと思っていても、利用者が対等だと感じていなければ、対等な関係になって
いるとば決して言えない。ワーカーは常に「利用者は両者の関係をどう見てい
るか」、「利用者は『ワーカーと一緒に取り組んでいる』と感じているだろうか」
と問い続けなければならない。栄も、「相手（利用者）が自分（ワーカー）を
どうとらえ、どう見ているかについての気づきがなければならない」ことを指
摘している（栄 「障害者ソーシャルワーク研究会」における発言 2006年）。
「パートナーシップを大切に」と掲げていると、それができているような勘違
いをしがちである。「あるべき姿」と「現実の姿」のズレにきちんと向き合う
ことが重要である。
(2) 利用者の意識
今日の社会福祉は、利用者が主体的にサービスを選ぶという仕組みになって
いる。つまり、利用者が自分の置かれている問題状況について認識し、自分の
問題解決につながるような情報を周囲から得て、それに基づいて合理的な判断
ができることが前提とされている。しかし、知的障がいのある利用者が、自分
にふさわしいサービスを選択するためには、このような一連の作業そのものに
相当の支援が提供されなければならない。しかもこの支援を、対等な関係に基
づく協働作業を通して行っていくことが求められている。これを実践するため
にはまず、利用者自身に、この「対等な関係に甚づく協働作業」の必要性を感
じてもらうことが出発点となろう。
そこで、利用者自身の意識が重要な鍵を握ることになる。「対等」という言
葉自体の理解が難しいと思われる知的障がいのある人にとって、「対等な関係」
とはどのような関係を意味するのであろうか。「何でも話せる」ことであろう
か。あるいは、「自分の言ったことをきちんと受け止め、評価し、反映してく
れる」ことであろうか。また、「ワーカーとの協働」とは、知的障がいのある
利用者にとっては、どのようなやりとりとして実感されるのであろうか。
これまで、親やきょうだい、学校の先生、施設の職員等、周囲から「保護・
管理・指導」されてきた知的障がいのある人たちの中には、そこにある上下関
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係に対してあまり疑問を抱かなくなっている人も多い。すなわち、「パートナー
シップ」を自分から要求することはあまりない。そこで、同じ価値と権利を持っ
た人間として、対等な関係を持つことができるということを理解してもらうた
めには、言菓での説明ではなく、実際にそのような関わり方を周囲がしていく
必要がある。知的障がいのある成人の場合は、周囲が子ども扱いしたり上から
押しつけたりするのではなく、大人として敬意を持って関わっていくことが大
切である。自分の思いを表現することを奨励され、そしてその思いが尊璽され
るという日常的な出来事が繰り返されることで、経験的に「対等な関係」を理
解することが可能になると思われる。
さらに、「協働Jという点についても、「決めてもらう」、あるいは「しても
らう」ことの多かった知的障がいのある利用者にとっては、容易に理解し実行
できることではないと考えられる。言葉としての「協働」を理解することに困
難があり、「協働」ということをあまり体験したことのない知的障がいのある
利用者に、「協働Jの意識を持ってもらうためには、逆説的ではあるが、やは
り「協働」を体験してもらう必要がある。利用者がワーカーの支援を得ながら、
自分で考えて自分で選び、可能なことは自分で実行するという体験を繰り返す
ことにより、「一緒にやっている」と実感を得ることができるであろう。自分
の問題が解決され、希望が叶った時に、「ワーカーに支えられながら、自分で
達成できた」と感じられることが大切であろう。
(3) ワーカーの専門性
これまで見てきたように、知的障がいのある利用者の場合、知的障がいのな
い利用者と比較して、パートナーシップの形成にはより大きな課題があると考
えられる。すなわち、ワーカーにとっては、より高い専門性が求められること
になる。利用者に共感し、受容的な姿勢を保ちつつ、利用者の主体性や自己決
定を尊重するという基本的な価値観やスキルに加えて、知的障がいの特性に対
応した援助のスキルを身につけていなければならない。
例えば、アセスメントのスキルに関して言えば、利用者に関するアセスメン
トだけではなく、利用者を取り巻く環境に関するアセスメントが非常に董要で
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ある。利用者とワーカーとの関係は、両者を取り巻く周囲の環境にも大きく左
右される。家族、支援が行われる施設や機関、地域社会等、ミクロ・レベルの
環境、メゾ・レベルの環境、マクロ・レベルの環境がどのようになっており、
それらが利用者とのパートナーシップ形成をどのように阻害あるいは促進して
いるか、といった分析が欠かせない。その上で、パートナーシップ形成を阻害
する要因を緩和・除去し、促進する要因を強化する手段を講じることが必要と
なる。
また、知的障がいのある利用者の思いを引き出し、ニーズを把握するために
は、非言語のメッセージを理解する優れた感性が必要である。言葉による理解
の難しい利用者に対して、必要な情報を分かりやすく伝えるためのコミュニケー
ションのスキルも欠かせない。難解な言葉を平易な言葉に置き換え、利用者の
理解の程度を確かめながら、話し合いを進めることが大切である。また、絵文
字、写真、ビデオ等を活用し、実際に体験できる機会を繰り返し提供すること
で、支援やサービスについての理解を得ることができる。このようなコミュニ
ケーションのスキルや工夫が、知的障がいのある利用者とのパートナーシップ
形成には、非常に重要となる。
さらに、利用者との協働を進めるプロセスにおいて、ワーカーが教育的機能
を果たすことも必要となる。例えば、金銭管理等の生活技術を習得するために、
ワーカーが利用者に家計簿のつけ方を「教える」といったことである。これに
ついて三毛は「ソーシャルワークには教育的機能があるので、金銭管理等を習
得するための支援はパターナリズムではないが、問題定義は本人がするもので
ある」と述べている（三毛 「ソーシャルワーク研究会における発言」 2006 
年）。つまり、利用者が「自分でお金を管理できるようになりたい」「家計簿の
つけ方を教えて欲しい」と望んだ場合にのみ行われるべき支援であって、ワー
カーが「家計簿をつけなさい」と指示するべきものではない、ということであ
ろう。これは、一般的に成人が「水泳がうまくなりたい」と思ってスイミング
スクールに通い、自分より若いインストラクターから「教えてもらう」ことと、
本質的に同じと見てよい。したがって、利用者の主体性に基づき、対等な立場
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を維持しながら、利用者が身に着けたいと望んでいる生活技術を効果的に「教
える」ことが求められる。ワーカーは、「何度教えても覚えられない」と利用
者の障がいのせいにするのではなく、言菓よりも体験を通して知識や技術を取
得するという知的障がいの特性を理解したうえで、その特性に合った「教える」
スキルを、ワーカー自身が習得しなければならない。
(4) 環境的側面
先に述べたように、ワーカーが「対等な協働関係」を目指して努力しても、
環境の中にそれを阻むような要因がある場合は、パートナーシップの形成は大
変難しい。躁境要因としてまず、利用者とワーカーが出会う場そのものが考え
られる。利用者が人所施設で生活する場合、利用者は閉ざされた環境に置かれ
ているのに対して、ワーカーにとってそこは自分の生活の一部でしかない。す
なわち、自分の生活についてコントロールできる範囲や程度において、利用者
とワーカーとの間に大きな相違が存在すると言える。このような違いによって、
心理的にあるいは実質的に対等な関係を築くことが難しくなる。それに対して
地域生活においては、利用者にとっては自分の家があり、自分がそこの主であ
るから、入所施設に比べれば、ワーカーとの間に上下関係は作られにくいと考
えられる。
支援が提供される場という物理的環境に加えて、ソフト面の環境がパートナー
シップ形成に関わる要因として挙げられる。施設や機関がパターナリズムに埜
づくサービス提供を進めている場合には、「利用者が自分で決めることを支援
する」というワーカーの取り組みは評価されず、かえって阻止されてしまう。
個々のワーカーの専門性の向上に加えて、サービス事業者自体が、利用者との
パートナーシップを推進するという方針で運営していくことが望まれる。
また、利用者を取り巻くネットワークも、パートナーシップの形成にとって
は重要な鍵を握る。利用者を取り巻く支援者が多ければ、利用者は必ずしも一
人のワーカーに頼る必要はない。ワーカーを自分にとっての社会資源の一つと
とらえ、「ワーカーの支援を上手に活用• 利用する」という感覚でワーカーと
向き合うことができる。逆に、ワーカーによる利用者の「抱え込み」や「囲い
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込み」は、ワーカーに対する過度の依存や、利用者とワーカーの間の関係の閉
塞を生みやすい。利用者がワーカーの支配下に薗かれないためには、利用者が
多くの支援者を持ち、必ずしもワーカーに従わなくても自分の生活か成り立っ
ていくという状態を作らなければならない。一人のワーカー、あるいは一つの
事業所だけが支援を提供するというのではなく、複数の信頼できる支援者・支
援機関が関わり、利用者が支援者を選べる環境を作る必要があろう。利用者と
の関係を閉鎖的なものから開放的なものへ変えていき、利用者を取り巻くネッ
トワークを形成・強化・拡大していくことが必要である。
さらに、近年定着してきた第二者評価や苦情解決等の仕組みは、利用者側の
立場を引き上げる取り組みととらえることができるが（沖倉• 福島 2001年）、
利用者とワーカーの関係を開放的なものに変えていくという意味では、これら
の仕組みを真に機能させることが求められる。これまで見てきたように、利用
者とワーカーが本当の意味で対等な立場に立つことは非常に難しく、利用者が
ワーカーに対して本音を言うことは大変勇気のいることである。特に知的障が
いのある利用者にとっては、苦情解決のような仕組みがあることを理解し、ま
た上手に活用することは難しい。ワーカーは、このような仕組みについて利用
者が分かる形で説明し、その仕組みを利用できるよう支援していくことが求め
られる。また、「何を持って利用者の苦情ととらえるか」も考えなければなら
ない。知的障がいのある利用者の場合、自分の要求を書面であるいは口頭で明
確に表明することはできないが、態度や行動で、あるいは日常的な発言の中で
要求を表現することが多い。その態度・行動や日常的な発言を「利用者のわが
まま」ととらえるのではなく、「自分たちのサービスに対する正当な要求」と
真摯に受け止めて、適切に対応する必要がある。
最後に、 2006年4月から始まった障害者自立支援法によって導入されたサー
ビス提供の仕組みも、パートナーシップを形成する上での課題を竿んでいると
考えられる。この法律により、利用者はサービス利用に際して、一律 1割の自
己負担が支払うことになった。実際にはさまざまな負担額上限や利用料減免の
仕組みにより、すべての利用者が 1割負担をしているわけではない。しかし、
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利用者にとっては、サービスを利用すればするほど、経済的な負担が増えるこ
とになり、「できるだけサービスを使わないように」と考える利用者が出てき
ている。逆に、施設や事業者に支払われる報酬は日額計算になり、サービスの
総利用量を確保しなければ経営が成り立たない状況になったため、「できるだ
けサービスを使ってもらいたい」と考えるようになった。つまり、「利用料負
担」と「報酬」という点で、利用者とサービス事業者との間で利害が対立する
ことになった。このようなサービス提供の仕組みの中で、利用者とワーカーが
共通の目標を持ち、協働していくことは必ずしも容易なことではないように思
われる。ワーカーが利用者の利益を優先させる支援を実施していくためには、
このような利害対立を卒んだ環境をどのように変えていくかが、今後の大きな
課題であろう。
VI. まとめ
本稿では、知的障がいのある利用者とワーカーの援助関係の現状を踏まえて、
パートナーシップ形成という視点から、その課題について考察してきた。知的
障がいのある利用者の支援においては、パートナーシップ形成に難しい課題が
いくつか存在することが認められる。しかしそれは、パートナーシップ形成に
向けての努力をしても意味がないということではない。むしろ、ワーカーがそ
の困難さを認識することから出発し、「利用者の声をサービスの中心に置く」
(Marsh & Fisher 1992 p.4) ことを心かけながら、自分にできることから
一つずつ実行する努力が求められる。
一方で、ワーカー個人の努力だけではパートナーシップの形成が困難である
ことも明らかである。自分の専門職としての資質や日々の実践について見つめ
直すとともに、それだけではない他の要素にも目を向け、それらをも含めて改
善していくことが大切であろう。
利用者とワーカーとの間の「対等な関係」というものは、決して固定的なも
のではなく、非常にデリケートな、常に変動しうるものであろう。それは、利
用者の能力や置かれている状況、利用者が直面している生活問題の緊急性や深
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刻度、家族との関係・家族状況、ワーカーの能カ・資質、サービス提供機関の
理念や運営方針、地域におけるニーズと社会資源の関係等、さまざまな要因に
よって、微妙に変化する。ワーカーは、一人ひとりの利用者としっかり向き合
いながら、利用者と自分を取り巻く周囲の状況に対しても目を開き、総合的な
視点で、パートナーシップをとらえていくことが望まれる。
利用者とワーカーのパートナーシップ形成を促進するためには、「政策およ
び実践の方向転換の道を探る必要がある」 (Marsh& Fisher 1992 p.4)。個々
のワーカーによる実践レベルでの取り組みだけではなく、社会資源の量や質の
充実を図り、利用者とワーカーが対等な関係を築きやすいサービス提供の仕組
みを作ることも大切であろう。
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